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計画的避難区域	

福島県葛尾村、浪江町、	

飯舘村、川俣町の一部	

及び南相馬市の一部	

のうち、福島第一原発から	


半径20km圏外の地域を含む 	


緊急時避難準備区域	

福島県広野町、楢葉町、川内村、	

田村市の一部、南相馬市の一部	

のうち、福島第一原発から	


半径２０km圏外の地域を含む 	


しかし、いわき市は30km 
圏に、一部が入っていながら	

対象外に・・・	








いっぽう、事故後25年たったチェルノブイリ 
では・・・	




チェルノブイリ	


ジトーミル州	
 
ジトーミル市	
 

キエフ	


ナロージ
チ地区	


図１．調査対象地域の位置関係 	


・避難（特別規制）対象地域（第1ゾーン）；	


　　　　　40Ci/km2（1480kBq/m2）以上	


・移住義務対象地域（第2ゾーン）；	


　　　　　15-40Ci/km2（555-1480 kBq/m2）	


・移住権利対象地域（第3ゾーン）；	


　　　　　5-15Ci/km2（185-555kBq/m2）	


・放射能管理強化地域（第4ゾーン）；	


　　　　　1-5キュリー/km2（37-185 kBq/m2）	


図２．ナロージチの汚染地図 
（９３年リキタレフ作成）	




★ ウクライナ国ジトーミル州ナロージチ地区（日本の行政
区分では、郡に相当；1町６４ヵ村　３万人）とは、	


・事故後2日目に風の向きが変わった影響で、毎時３０ミリシーベルト	

の放射能に汚染（ただし、雨や雪が降らなかった）	


・事故から３年後、旧ソ連・人民代議員大会で同地域出身の代議員
により、ナロージチ町周辺で避難が必要なほどの高度の放射能汚染

があることが初めて示された	


しかし・・・	


ソ連崩壊後、経済的・政治的理由から汚染地域に

取り残された住民は1万人	




★ 現在	


・汚染地区に暮らす住民は、わずかな生活保障金しか
ウクライナ政府から受給されてない（年間＄８０程度） 
・新鮮な食品を買うための補助金（１ヶ月２５円）	


・ソ連崩壊前には、汚染された農作物やCs-137の濃
縮度が高いキノコ、ベリー類等の摂取を禁じられ、配
給により生活をしていたが、崩壊後、その配給もなくな
り自給自足の生活	


問題点	


半減期の関係で外部被ばくは年々減少して
いるにも関わらず、内部被ばくの影響が高い 	




飛び地であるが、第1ゾーン	

を確認	




チェルノブイリからの最新の知見	
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要約. 全ウクライナのほぼ２０％に相当する地域がチェルノ

ブイリ汚染地域である。そこに暮らす1/4の住民が子どもたち（２

５０万人）である。長期内部被ばくを引き起こす原因は、主にセ

シウム１３７を含む食品からの摂取である。 

内部被ばくに寄与する食品は全体の98-99%にもなり、その

うち牛乳が約80%、肉 5.0-10.0%、ジャガイモ 5.0-6.0%、野菜 
6.1%、魚 1.0-2.0%、きのこ 2.0-12.5%、パン 1.0-1.4%であっ

た。セシウム１３７の体内蓄積は、最も放射線感受性の高い、腸

および造血器官への暴露に寄与している。 



The Narodichesky 
region (Zhytomyr 
area, Ukraine) is 
approximately 80 km 
away from the 
Chernobyl. Three 
quarters of its 
population live in 
rural villages. 

Soil measurements 
are documented for 
38 settlements and 
show a large 
variation for 137Cs 
between 29 and 879 
kBq/m2 



137Cs摂取経路 



目的. 137Csの土壌汚染レベル59-442 kBq/m2のジトーミル

州ナロージチ地区に住む７−１７歳の小児543人（男子２８９人、

女子２５４人）について2009年から2010年にかけて健康診断を

行った。 

方法. 血球分析は半自動血球分析装置で行った。検査項

目は、ヘモグロビン濃度、赤血球数、白血球数、血小板数 

Chair-type counter (Hoshi et al. 1994)  

137Csの内部被ばく測定

はホールボディーカウン

ターを用いて計測した。 



結果. セシウムによる内部被ばくは1000Bq以下の小児
が8.8％、1001から5000Bqの小児が57.8％、5001から
10000Bqの小児が27.1％、10000Bq以上の小児が6.3％そ
れぞれいた。 

Function of the log-normal distribution of children by                                              
the level of incorporated 137Сs 



結果. 137Cs汚染レベルは子どもたちの住む地域の土壌汚

染と相関性があった (r = 0.3447) 。さらに、137Cs汚染レベルの

増加は血液指標と相関が見られた。 

137Cs 体内濃度は、ヘモグロビン濃度 (r= -0.4308), 赤血球

数 (r = -0.4034), 白血球数 (r = -0.3398), 血小板数(r = 

-0.3646) が逆相関があり、, 赤血球(r = 0.2968)と血清(r = 

0.3321)の活性酸素産生量に直接関係していることを明らかに

した。 



An inverse correlation between 137Cs body content and  
ヘモグロビン濃度 



An inverse correlation between 137Cs body content and 
赤血球数 



An inverse correlation between 137Cs body content and  
白血球数 



An inverse correlation between 137Cs body content and  
血小板数 





腎臓：     21.4Ｂｑ／ｋｇ 
心臓：     16.6Ｂｑ／ｋｇ 
  胃：       15.1Ｂｑ／ｋｇ 
甲状腺：  13.4Ｂｑ／ｋｇ 
大腸：      11.6Ｂｑ／ｋｇ 
肝臓：      11.3Ｂｑ／ｋｇ 
  肺：　　　   9.43Ｂｑ／ｋｇ 
小腸：　　    7.96Ｂｑ／ｋｇ 
血液：　　    6.26Ｂｑ／ｋｇ 
骨髄：　　    4.97Ｂｑ／ｋｇ 

ナロージチ地区第2ゾーンで飼育された 
豚の臓器別のセシウム濃度	
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С00-D48 

循環器系の疾患	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 
I00-I99 

呼吸器系の疾患	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 
J00-J99 

妊娠,分娩および
産じょく<褥> 
O00-99(単胎自

然分娩080を除く) 

国際疾病分類（ICD10 ）による罹患率の推移（成人）	




筋骨格系および結
合組織の疾患	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 

M00-M99 
感染症および寄生
虫症	
 	
 А00-В99 

精神および行動の
障害	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 

F00-F99 
神経系の疾患	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 

G00-G99 



血液および造血器
の疾患ならびに免
疫機構の障害	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 

D50-D89 
内分泌,栄養および
代謝疾患 E00-E90 

これまでの調査では、成人を対象として行ってきた。その結果、 

損傷,中毒およびその他の外因の影響S00-T98	
 
	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 p=0.0406 

呼吸器系の疾患J00-J99	
   （逆相関） 
          p=0.0036 

妊娠,分娩および産褥O00-99(単胎自然分娩080を除く)　　　	
 	
 　　
          p=0.018	




提案その１ 

放射線弱者である子どもたちの健康維持のため 
汚染されていない食品供給を行う． 
学校給食に関しては、文科省独自の基準値設定 
を導入し、食の安全を維持する． 

ナロージチでは、事故当初の数年間は１日３食分 
の給食が子どもたちに支給されたことから日本 
でも同様の処置が望ましい． 

全国の給食センターに食品汚染計を導入すること 
が望ましい． 



提案その2 

内部被ばくの調査および対応策を検討するために
チェルノブイリでの詳細な調査を早急に行う必要が
ある． 

問題点 
木村らは、これまで２年間にわたり調査を行ってき
ているが、現在の人的および研究資金では完成ま
でに時間がかかる． 

解決策 
新たに調査費を導入し、現地での内部被ばく調査 
や食品中の汚染度を調べると共に現地での罹患
率調査などを効率よく行うことでデータ化は可能	




提案その３ 

避難地域の指定 
当初から避難地域の指定には年間被ばく線量 
（目安として屋外８時間、屋内１６時間）５mSv 

除染 
2〜３µSv/h程度の住宅地は除染可能 
ただし、町内会レベルで全体に広く行う 

仮置き場の設置に関して 
最小単位（町内会や集落）で仮置き場を決める 



除染の問題点 
広がりを持つホットエリアでは、汚染の高い箇所の
みを除いても効果が薄い 
☜・点線源では、距離の２乗に反比例する　 
　 ・面線源の場合では、散乱線の影響を受け  
     100m先からも放射線が飛んでくる 

　その結果、１軒の民家を除染するためには半径 
100mの除染が必要 
　☜除染の困難さ  



森林の除染 

住宅地に近い森林から１００m以上を伐採 
落ち葉を取り除いたあと、広葉樹の植林 
　　　　　　　　（自然林の再生） 

伐採後の木は、樹皮と枝は汚染物質と 
して処理を行い、幹の部分は震災復興の 
ため、建築材料として使用 


